
〇感染症によるさまざまな影響
・地域経済・社会への影響

‣地域経済を支える産業への影響（景気判断、鉱工業指数、延べ宿泊者数の低下等）

‣地方における感染症への過度のおそれ（過剰な自粛、感染者差別の発生）

‣交流人口拡大、地域資源の活用、官民連携など地方創生への取組に影響 など

・国民の意識・行動変容

‣東京圏への転入超過の縮小の動き ‣若い世代を中心とした地方移住・就業への意識の高まり

‣テレワーク等の新しい働き方の広がり ‣地域の持つ自然の価値の見直し（価値観の転換） など

地⽅創⽣有識者懇談会 とりまとめ⾻⼦（案）

〇今後の地方創生の取組の方向性
・感染症による国民の意識・行動変容を地方へのひと・しごとの大きな流れにつなげていくため、テレワーク環境の

整備など新たな日常への対応により地方の魅力をさらに高めていくとともに、地方への関心の高まりを踏まえ、

暮らしの豊かさなど地方の魅力を東京圏に向けしっかりと発信していくことが重要。

・地域を支える産業への打撃など、大きな影響を受けた地域経済・社会を立て直していくため、兼業・副業や専門

人材の活用などの人的サポートを推進していくことが重要。

・地域の課題解決や魅力向上に取り組むにあたって、各地域が自らの特色や資源を再認識・再発見し、感染症を

踏まえつつ、自律的に取り組むことが重要。

・感染症への対応とともに地域の取組を支えていくための手段として、地方のデジタル化をさらに推進する必要。
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